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１-２．嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用関係市町村個別意見交換会の開催 

１．駐留軍用地跡地利用関係市町村との意見交換会の概要 

（１）目的 

嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が予定されている関係６市町村においては、

跡地利用に向けた取組みが進められているが、返還時期がそれぞれ異なり、取組みの熟

度も異なっている。また、「広域構想」の策定から８年が経過し、次期振興計画との整合、

社会的情勢変化への対応等を踏まえて、「広域構想」の実現に向けた取組みの検討が必要

となる。 

そこで、関係６市町村及び沖縄県において跡地利用推進に向けた課題等の共有を図り、

課題解決の取組みや有益な情報等を共有することで跡地利用推進につなげることを目的

として、意見交換会を実施する。 

 

（２）関係市町村 

那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市、北谷町、北中城村 

 

（３）開催概要 

市町村 日時 出席者 

那覇市 
令和 3年 1月 20 日（水） 

14：00～15：00 

・那覇市総務部平和交流・男女参画課那覇

軍港総合対策室 

・沖縄総合事務局総務部跡地利用対策課 

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

宜野湾市 
令和 3年 1月 21 日（木） 

14：00～15：00 

・宜野湾市基地政策部 まち未来課 

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

北中城村 
令和 3年 1月 22 日（金） 

10：30～11：30 

・北中城村企画振興課  

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

沖縄市 
令和 3年 1月 22 日（金） 

14：00～15：00 

・沖縄市都市整備室 

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

北谷町 
令和 3年 1月 26 日（火） 

14：00～15：10 

・北谷町企画財政課 

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

浦添市 
令和 3年 1月 27 日（水） 

14：00～15：20 

・企画部企画課 

・沖縄県企画部県土・跡地利用対策課 

・調査業務共同企業体 

実施内容 

１．昨年度の振り返りについて 
・昨年度の「駐留軍用地跡地利用関係市町村担当者会議」の開催概要 

２．これまでの担当者会議の意見を踏まえた意見交換 
・これまでの意見を踏まえた参考事例等の紹介 
・跡地利用に向けた課題に対する意見交換 

３．跡地利用計画の進捗等について 
・跡地利用計画の取組みの進捗状況について確認 
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（４）跡地利用計画に向けた課題における意見交換 

昨年度までの関係市町村担当者会議において市町村からの意見・課題について、さら

に深掘りし、跡地利用に係る共通の課題等の共有を図り、今後の跡地利用計画につなげ

るため意見交換会を実施する。 

 

（４）－１ 各施設における課題・意見等 

下線は意見交換後に加筆・修正 

施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

① 
キ 
ャ 
ン 
プ 
桑 
江 
南 
側 
地 
区 

跡地利用 

計画 

・返還予定年度を見据え、基本計画（改

定版）の周知及び合意形成を図る必要

がある。 

・立ち入り調査の許可が下りない。 

 

・返還後、速やかに事業実施につなげ

るため、埋蔵文化財調査や環境影響

評価等の事業実施に向けたスケジ

ューリング等検討する必要がある。 

・早い段階からの立ち入り調査の実施

が課題である。 

先行取得 ・地区の 20%以上の公園･緑地は現状では

難しい。 

・緑地・公園の先行取得は、R2 年 12 月

時点で 71％の進捗である。 

・令和元年度から戸別訪問で緑地公園の

対象者の方に先行取得の案内をして

いる。 

⇒普天間飛行場では平成 30 年度から

戸別訪問を行っており、制度の説明

と跡地利用について周知を進めて

いる。 

・職員直営の他に土地開発公社による

戸別訪問の追加の検討。 

・戸別訪問の対象者の拡大。 

② 
陸 
軍 
貯 
油 
施 
設 
第 
１ 
桑 
江 
タ 
ン 
ク 
・ 
フ 
ァ 

ー  
ム 

跡地利用 

計画 

・普天間飛行場の移設が返還条件となっ

ているため、返還の見通しが経たな

い。ただし、返還時期は示されている

ので、キャンプ桑江南地区と整合を図

りながら、跡地利用計画に向けた事前

調査を来年度（令和３年度）より実施

する予定である。 

・地区の 60%程度を公園･緑地とするの

は、地権者が多いかつ公有地が少ない

中で、地権者合意を得るのが難しい。 

・伊礼原遺跡の一部が地区内に含まれて

おり、保全が必要になる。 

 

 

緑地の 

保全等 

・公園・緑地を対象とする先行取得の実

施が考えられるが、整備手法によっ

て、先行取得の仕方が変わってくる。 

・キャンプ桑江（南側）と連続する斜

面緑地の扱い及び保全する場合の

財源確保が課題。 

その他 ・桑江タンク・ファームの調査と検討を

進めていく。 

・タンクの原状回復の手法や原状回復後

の地形等について、防衛局に照会した

ところ提示できないとのことで現時

点の想定は難しい。 

・早い段階からの立ち入り調査の実施

が課題。 

・基地内に所在するタンク２基が原状

回復で撤去された場合、地形が大幅

に変わる可能性があり跡地利用計

画に影響が出る。 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

 
1) 
西 
普 
天 
間 
住 
宅 
地 
区 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

その他  ・インダストリアル・コリドー地区が

返還されるまで暫定で共同使用の

市道喜友名 23 号の早期開通が課題。 

 
2) 
イ 
ン 
ダ 
ス 
ト 
リ 
ア 
ル 
･ 
コ 
リ 
ド 

ー  
等 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

跡地利用 

計画 

・統合計画で示された 2024 年以降の返

還を基準に対応スケジュールを考え

ている。次年度基本構想をとりまとめ

る予定である。令和 4～5 年度で基本

計画、令和 6年度には跡地利用計画を

とりまとめる予定である。（宜野湾市） 

・跡地利用計画は未策定であり、令和 3

年度から調査を実施予定である。（北

谷町） 

・今後、地権者への情報提供及び意見交

換が必要と考えている。（北谷町） 

 

文化財等 ・立入り調査の実績はなく、既往の文献

や写真等を収集しているのみである。

現在の基地利用において施設等が多

数設けられており、残された自然緑地

面積が少ないことから、仮に立入れた

場合においても試掘等が認められる

可能性は低いため、立入り調査の必要

性は低いと思われる。（宜野湾市） 

・昔から交通の要衝であり、重要な埋蔵

文化財等が残っている可能性があり、

埋蔵文化財調査の体制強化が必要。

（北谷町） 

⇒沖縄振興特別推進交付金による埋蔵

文化財調査事業の予算補助 

・できる限り早期に調査し作業の平準

化を図りたいが、環境補足協定によ

ると原則、返還日の 150 労働日前を

超えない範囲で実施することにな

っており、超える場合は両国政府間

で決定するが必要ある。 

・早い段階からの立ち入り調査の実施

が課題。 

広域連携 ・隣接する西普天間住宅地区と、道路計

画や土地利用計画等について整合を

図る必要がある。（北谷町） 

・コリドー地区に隣接する伊佐交差点等

は、県の広域計画において基幹バス路

線及び拠点として位置づけられてい

るため、県の広域計画における導入機

能を踏まえた検討が必要となる。（宜

野湾市） 

・返還時期が異なることによる暫定整

備や暫定利用のあり方 

その他 ・返還範囲が細長く、特に北谷町側では、

国道58号の沿道利用に適正な規模（奥

行）の街区を確保することが困難。（北

谷町） 

 

・行政界付近での道路配置等の課題 

・白比川への町道橋の架設の有無と河

川管理者との事前協議 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

 
2) 
イ 
ン 
ダ 
ス 
ト 
リ 
ア 
ル 
･ 
コ 
リ 
ド 

ー  
等 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

その他 ・西普天間住宅地区へのアクセス道路の

設置により北谷町側で残地が発生す

ると想定されるので、その対応等は連

携が必要になると感じている。（宜野

湾市） 

・行政界をまたぎ連担する地区ではある

が、各自治体にて、跡地利用の検討を

進めている状況である。検討進捗は、

照会をかけている。（宜野湾市） 

 

 
3) 
施 
設 
技 
術 
部 
地 
区 
内 
の 
倉 
庫 
地 
区 
の 
一 
部 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 

跡地利用 

計画 

・平坦地部分で予定している土地区画整

理事業の施行主体について、町は組合

施行と考えているが、地権者は町施行

を要望している。 

・進出希望の事業者はすべて土地を貸借

したい意向であり、先行取得済みであ

る町有地の取扱いが課題である。 

・都市計画道路や街路の可能性も検討

課題。 

文化財等 ・「北谷城」が国指定史跡になる予定（文

化審議会の答申済み）であり、文化財

調査については文化庁補助を活用す

る予定である。 

・「北谷城」を含め、埋蔵文化財包蔵地

が確認されており、文化財調査の体制

強化が必要。（キャンプ桑江北側地区

では、膨大な時間と費用を要してい

る） 

⇒沖縄振興特別推進交付金による埋蔵

文化財調査事業の予算補助※１ 

・跡地利用計画の前に埋蔵文化財調査

を全域で行い重要度などの検討に

時間を要する。 

 
4) 
ロ 
ウ 
ワ 

ー  
・ 
プ 
ラ 
ザ 
住 
宅 
地 
区 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

跡地利用 

計画 

・跡地利用計画については、平成 23 年

度に作成した素案４案が最終であり、

それ以降は検討を行っていない。（北

中城村） 

・次年度以降から跡地利用計画（素案）

作成に向けた取組を行う予定である。

（沖縄市） 

 

先行取得 ・減歩率緩和の手段として用地先行取得

だけでは限界がある。新たな補助制度

等が必要。（沖縄市） 

・軍用地料が年々増加傾向にあり、土地

を売却する地権者が少なくなってい

ることが、先行取得が進まない一つの

要因である。（沖縄市） 

 

・職員直営の他に土地開発公社による

戸別訪問の追加の検討。 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

 
4) 
ロ 
ウ 
ワ 

ー  
・ 
プ 
ラ 
ザ 
住 
宅 
地 
区 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

環境アセス 

メント 

・環境アセスメントを実施するための費

用、時間に加え、実施のタイミングが

課題となる。（北中城村） 

・早期段階で環境アセスメントを実施し

ても、防衛局が支障除去のために掘り

返すと再調査が必要となる。（北中城

村） 

・環境アセスメントについて、配慮書の

作成に向けて沖縄市と北中城村で調

整を行っている。配慮書の作成につい

ては、財源をどのように工面するかが

課題になる。（北中城村） 

 

合意形成 ・地権者組織の活動については休止して

いる。これまでの経緯や内容を把握し

ていない地権者もいるため、情報発信

と意識醸成が必要。（沖縄市、北中城

村） 

・返還時期が明確でないことから、地権

者の機運を高めるのが困難である。そ

のため、跡地利用計画に向けた取り組

みができない。（沖縄市、北中城村） 

・地権者組織も活動を休止している状態

であるため、再度関心を高めることに

苦慮している。（沖縄市） 

 

その他 ・都市計画区域を跨いでいるため、都市

計画に係る手続き等で課題が生じる

と考えられる。（北中城村） 

⇒２つの都市計画区域（２市）を跨るま

ちづくりの事例紹介（立川基地跡地昭

島地区） 

・日米合同委員会が作成したキャンプ瑞

慶覧マスタープランにおいて、区域内

の道路が返還予定区域から除外され

ており、跡地が分断される可能性があ

る。（沖縄市） 

・返還後の区画整理事業に伴う行政界変

更に関する調整については、手法等を

含めて今後検討する予定である。（沖

縄市） 

・２つの都市計画区域（線引きと非線

引き）を跨ることにより、事業を区

域ごとに分け、同時並行する、ある

いは都市計画区域を変更する等、手

続きの煩雑化 

・那覇広域（北中城村側）は区域区分

制度があり、中部広域（沖縄市側）

は区域区分制度がないため、北中城

村側での土地区画整理事業につい

ては、まず市街化調整区域を市街化

区域に編入する都市計画変更が必

要となる。北中城村側と沖縄市側で

必要となる手続き等が異なる。 

・区画整理事業を実施すると道路の線

形や配置等が変わり、沖縄市と北中

城村の行政界が変更する可能性が

あるので、面積固定や事業形態、役

割分担等、事前のルール作りが必要 

・行政界に道路がまたがる場合は、管

理区分だけを変えて行政界を変え

ない方法もある。 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

 
4) 
ロ 
ウ 
ワ 

ー  
・ 
プ 
ラ 
ザ 
住 
宅 
地 
区 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 
 

その他 ・起伏が激しいことから、区画整理事業

の減歩率が高くなり、合意形成が難し

くなることが懸念される。（沖縄市） 

⇒西普天間住宅地区跡地は、斜面地や

文化財が残っている土地が多くあ

るため、初めに地区全体の 20％を公

園・緑地の保全地区として確保し、

宅地化可能な範囲は宅地化して進

めた。また、先行取得した公園緑地

の約７ha は特定事業の見通しをた

て、想定される減歩率を加味して公

共用地の先行取得を行った。 

 

 
5)
喜 
舎 
場 
住 
宅 
地 
区 
の 
一 
部 

③ 
キ 
ャ 
ン 
プ 
瑞 
慶 
覧 
／ 

合意形成 ・統合計画時の範囲と現在検討している

範囲が異なるため、地権者に対するア

プローチを行っていない。 

 

その他 ・喜舎場スマートＩＣのフルＩＣの残地

部分については、土地区画整理事業の

可能性を検討したが、土地が狭いため

事業が成り立たない。その他の手法に

ついて検討が必要。 

・沖縄県よりスマートＩＣをハーフＩＣ

化したいとの話があったが、村として

はフルＩＣの整備を推進していきた

い。 

・当該地区には米兵が居住しているた

め、返還まで時間を要すると考えられ

る。 

 

④ 
普 
天 
間 
飛 
行 
場 

合意形成 ・一部を市道 11 号線の用地として先行

返還されたが、地権者の土地の買い取

りにあたっては反発が大きい。 

・早い段階からの立入り調査の実施が

課題 

⑤ 
牧 
港 
補 
給 
地 
区 

跡地利用 

計画 

・跡地利用と西海岸地域の一体的な開

発。 

・跡地開発は、電線地中化を義務化とす

るべきである。 

・跡地利用のグランドデザインは、地元

（地権者、市民、市）で描きたいと考

えている。 

・西海岸の開発との住み分けや連携を

検討する必要がある。 

・周辺状況が大きく変化しており（臨

港道路浦添線及び浦添北道路の開

通とサンエーパルコシティの開業、

米軍那覇港湾施設の浦添ふ頭の北

側への移設合意等）、平成 24 年度

に策定した跡地利用基本計画の更

新が必要。 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

⑤ 
牧 
港 
補 
給 
地 
区 

文化財等  

 

・円滑な跡地利用推進のため、返還前

の埋蔵文化財調査や環境調査を実

施する必要があるが、米軍施設（建

物、ライフライン等）が広範囲に存

在しており、機能移転前の調査実施

は困難であることから、各種調査の

実施方法が課題となる。 

・できる限り早期に立入り調査に着手

したいが、環境補足協定によると原

則、返還日の 150 労働日前を超えな

い範囲で実施することになってお

り、超える場合は両国政府間で決定

するが必要ある。 

・早い段階からの立ち入り調査の実施

が課題。 

広域連携 ・今後の跡地利用が担う産業の役割分担

だが、市町村だけでは広域的な視点を

持つのが難しい。社会情勢や将来的な

まちづくりを見据えた産業体系につ

いて、指針や選択肢となるものがある

とイメージしやすい。 

・返還予定の跡地間において、産業分

野が重複する等、企業誘致の競争と

なることが懸念される。 

その他 ・跡地利用検討に向けた資金や人材の不

足。 

・米国に占領され軍用地として接収され

た経緯を踏まえ、国の 100％補助で整

備（土地区画整理事業）は行うべきで

ある。 

・返還面積が大きいことから、国庫補助

の市負担分（沖縄県内では通常１割）

を捻出することが難しい。 

・宅地の需要と供給のバランス（供給

過多のおそれ） 

・跡地利用推進にあたっては施行者を

どうするかが大きな課題である。返

還区域が広大（274ha）であり、跡

地利用事業に係る資金や人材の不

足への懸念を踏まえ、事業実施主体

の検討が必要。 

⑥ 
那 
覇 
港 
湾 
施 
設 
 

跡地利用 

計画 

・跡地利用計画については、平成 28 年

度に作成した跡地利用計画策定手順

書（原案）以降は進んでいない。返還

時には地域の状況も変化していると

考えられるため、その都度見直しを行

う必要がある。 

・跡地利用計画は、跡地利用計画策定手

順書に則り、策定委員会に諮り策定し

ていくが、地主会から策定委員会を開

催することが了承されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

・地権者との合意形成が課題。 
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施設 分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

⑥ 
那 
覇 
港 
湾 
施 
設 
 

先行取得・

立入り調

査 

・過去米軍が施設設置に関して調査し

た結果はあるが、那覇市が主体的に

実施した事例はない。 

・跡地利用の計画内容が決まっておら

ず、未実施となっている。 

・特定事業等の先行取得すべき導入機

能・規模が定まっていないため、ど

の程度の面積の取得を予定している

のかも地権者へ説明が難しいため、

着手しにくい状況である。 

・今後の立入り調査で文化財等が見つ

かった際の計画見直し・調整が課

題。 

合意形成 ・跡地利用を推進する上で、地主会とど

のように連携するかが課題となって

いる。また、地権者の意識醸成・連携

の仕方、跡地利用を円滑に進めるため

の組織づくり等が課題となっている。 

 

広域連携 ・産業機能について、他の跡地との取り

合いになると想定している。広域調整

により取り合いを防ぐ必要がある。 

 

その他 ・区画整理に伴う減歩率等の周知は時期

を見て慎重に検討したい。 

・跡地利用計画の検討が活発化した場合

に向けた庁内体制の構築 

・庁内体制拡大の時期等が課題。 
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（４）－２ 共通の課題等 

下線は意見交換後に加筆・修正 

分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

高圧線鉄塔 ・高圧線鉄塔の移設や埋設についても未対

応の状況が続いている。事業者にも相談

したが地区外の鉄塔も併せて移動しない

といけないので、地区単独では対応が難

しい状態が続いている。（宜野湾市、北谷

町） 

・計画している公園用地内に現況の鉄塔が

あり、公園管理者と沖電との占用や日常

管理などが課題。また、本地区内の鉄塔

は１基のみであるが、移設（地中化）す

る場合は地区外の前後の鉄塔も含めて検

討が必要。（宜野湾市） 

・西普天間住宅地区内の高圧線の影響下に

ある範囲の土地利用は、公園や道路等に

配分しており、住宅等が影響範囲内にな

らないよう配慮している。（宜野湾市） 

・国道 58 号の伊佐交差点（宜野湾市）から

インダストリアル・コリドー地区の返還

境界線に概ね沿うように高圧線が南北方

向に走っており、基地内（北谷町）の水

路に沿って東方向へ向きを変えている。

その高圧線が東へ向きを変えるまでの区

間に計 12 基の鉄塔があり、線下地の利用

制限や景観上の問題から地中化の検討が

必要となっている。（宜野湾市） 

・コリドー地区内に鉄塔は２基あるが、対

応の方向性は、跡地利用の考えの具体化

を図る中で議論する予定である。（宜野湾

市） 

・高圧線鉄塔に関しては沖縄電力とも調整

しているが、スケールが大きく北谷町だ

けでは厳しい。撤去に向けて関係市町村

と連携して検討していきたい。（北谷町） 

・地中化についても、開発費以上に費用が

掛かる。インダストリアル・コリドーの

高圧線鉄塔６箇所の地中化を沖縄電力に

見積もりしたら 100 億円を超えると話を

していた。（北谷町） 

・駐留軍用地内に位置する高圧線鉄塔の移

設・地中化について、市町村で個別に沖

縄電力と調整を行っているが、移設費用

の問題から、沖縄電力から移設・地中化

は現実的ではないと指摘されている。（宜

野湾市） 

 ⇒高圧鉄塔を残したまま整備中の事例紹

介（てだこ浦西駅周辺地区） 

・各施設の返還時期が異なり、また見通し

ができない中、一の高圧線が各施設を跨

っているため、高圧線鉄塔の移設を行っ

ても移設先でも景観への配慮や電波障害

による健康被害への懸念等、同様の課題

が生じ、協議難航や移設を繰り返す恐れ

があることから全体の移設計画が必要。 

・高圧線鉄塔の移設や地中化をする場合、

施工期間が長く跡地利用の整備に支障を

来たす恐れや、多大な事業費の確保が課

題。 

・返還に際し、防衛局から引き渡しまでに

使用財産を原状に回復して頂くよう通知

文書が出ている。その中のただし書きで

土地所有者と使用者の間で合意を得た場

合にはこの限りではない旨が記載されて

いることから、沖縄電力及び関係機関が

鉄塔底地の地権者へ用地の取得や高圧線

下の地権者へ地役権での契約に向けて動

いている。 
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分類 市町村からの意見・課題 想定される課題等 

高圧線鉄塔 ・北谷城（史跡）として保全する範囲の一

部が高圧線下となっているが、鉄塔移設

は費用が自己負担となるため、移設は困

難である。（北谷町 施設技術部地区内） 

 

緑地確保 ・広域構想にある地区面積の 20％の公園・

緑地確保の達成が困難である。（浦添市、

北谷町） 

・広域構想における公園・緑地の維持・管

理については市町村にとって課題となる

と考えられる。Park-PFI の他に具体的に

イメージがあればお聞きしたい。（沖縄

市） 

・広域構想にある地区面積の 20％の公園・

緑地確保だが、市有地が少ないこともあ

り、先行取得が継続できなければ達成は

難しい。国有地が 29ha あることや、県営

海浜公園を設置する等、手法を検討した

い。（浦添市） 

・西普天間住宅地区及びコリドー地区は、

キャンプ瑞慶覧の一部という認識なの

で、隣接する地区は、合算して評価する

など柔軟な対応が望ましいと考えてい

る。（宜野湾市） 

・コリドー地区単独での公園・緑地確保が

課題になると考えている。（宜野湾市） 

・広域構想に位置づけられた各跡地が部分

返還された場合、返還面積によっては、

20％の公園・緑地を整備すると事業性の

確保が困難となることが想定される。そ

のため、事業規模に関わらず一律に緑地

面積の基準を適用するのか検討が必要で

ある。具体的には、どの程度の規模の場

合、緑地面積 20%を適用するのかといっ

た基準を定める必要がある。 

・一定程度の緑地の確保は、良好な環境及

び景観づくりに資するものと考えられる

が、沖縄県における景観づくりの指針と

なる「沖縄県景観形成ガイドライン」の

「Ⅲ章 1.行為の制限 2) 建築物・工作

物 ⑧建築物・工作物─敷地内緑化」で

は、『景観上の緑のボリュームや緑陰のあ

るまちなみを期待する場合は、単に平面

的な面積のみを対象にすると、期待した

みどりの内容が得られない』とし、「緑地

率（植込地や植栽桝、芝生地などの面積

の総和を敷地面積で除した割合）」、「緑被

率（敷地全体の中で、樹木などの予測さ

れる完成形の投影面積と、壁面緑化の予

想完成面積及び芝生などの面積の総和を

敷地面積で除した割合）」、「緑視率（正面

から見た構図に占めるみどりの比率のこ

とで、予測される完成形を基準に割り出

した数値）」といった指標の考え方が示さ

れている。これらを踏まえ、一元的に緑

地面積（緑地率）のみで評価するのでは

なく、壁面緑化や緑の見え方など（「緑被

率」及び「緑視率」）を勘案した総合的な

評価を行う手法の検討が必要である。 
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出典：沖縄県景観形成ガイドライン（平成 22 年） 

図Ⅱ-38 沖縄県景観形成ガイドラインにおける緑地率等の考え方 
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（５）各市町村の跡地利用の体制 

今年度の各市町村の跡地利用に関わる体制を以下に整理する。 

市町村 担当課 役職体制 
跡地利用担当 

専任 兼任 

那覇市 

総務部平和交流・男女

参画課 

（那覇軍港総合対策

室） 

室長：  １名  １名 

主査：  １名  １名 

主任主事：１名  １名 

計      ３名  ３名 

宜野湾市 基地政策部 まち未来

課 

次長兼課長：     １名 １名  

基地跡地推進係 係長：１名  １名 

主事：１名 １名  

基地跡地計画係 係長：１名 １名  

主事：１名 １名  

計      ５名 ４名 １名 

浦添市 企画部 企画課 課長：    １名   

技幹：    １名 １名  

企画係 係長：１名   

技査：２名 １名  

主査：１名   

主事：２名   

統計係 係長：１名   

主事：２名   

計     １１名 ２名  

沖縄市 建設部 都市整備室 技幹：  １名  １名 

副技幹： １名  １名 

技査：  １名  １名 

主任技師：２名  １名 

技師：  ２名  １名 

主事：  １名   

会計年度任用職員（技術系）３名   

会計年度任用職員（事務系）１名   

計：     １２名  ５名 

北谷町 総務部 企画財政課 課長：      １名  １名 

技幹兼係長：   １名 １名  

主任主事：    １名 １名  

会計年度任用職員：１名   

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ：１名 １名  

計      ５名 ３名 １名 

北中城村 企画振興課 課長：  １名  １名 

企画係長：１名  １名 

主査：  １名  １名 

計      ３名  ３名 
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■配付資料 
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■配付資料 
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１-３．既返還跡地における位置図平面図等の修正 

昨年度業務において作成した、返還済み施設に現在の米軍施設を加えた沖縄県の米軍

基地 114 施設の位置情報等を一元化したＧＩＳデータについて、精度向上のため修正を

行った。本節では、その修正概要及び修正後のＧＩＳデータの概要について整理する。 

１．既返還地における位置図平面図等の修正 

（１）昨年度成果の概要 

昨年度（R1）業務で作成したＧＩＳデータに基づき、沖縄県地図情報システムに搭載

した場合のイメージを図Ⅱ-39 に、作成したＧＩＳデータの出典を表Ⅱ-14 に整理する。 

 

 

図Ⅱ-39 沖縄県地図情報システム表示イメージ 

 

表Ⅱ-14 昨年度（R1）業務で作成したＧＩＳデータの出典 

レイヤ区分 位置情報の出典 詳細情報の出典 

返還跡地 
沖縄県環境部環境政策課 

（基地環境対策室） *1 

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基

地（統計資料集）【R1.8、沖縄県

知事公室基地対策課】 

米軍基地範囲 
沖縄県環境部環境政策課 

（基地環境対策室） *1 

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基

地（統計資料集）【R1.8、沖縄県

知事公室基地対策課】 

嘉手納飛行場以南の

返還 

沖縄県環境部環境政策課 

（基地環境対策室） *1 

平成 25 年 4 月公表の「沖縄にお

ける在日米軍施設・区域に関する

統合計画 

（以下、H25統合計画） 
沖縄総合事務局 

（駐留軍用地跡地利用支援システム）*2 

＊１：「沖縄防衛局管内防衛施設図（H28.12 時点）」及び「沖縄の米軍基地関係資料（地位協定に基づ

く提供施設）（S47.11、沖縄県総務部）」「返還軍用地の施設別概要（S53.3、沖縄県企画調整部）」

に基づき境界線情報をＧＩＳデータ化したもの。 ※沖縄県資料について次ﾍﾟｰｼﾞに資料概要を

示す。 

＊２：沖縄総合事務局の駐留軍用地跡地利用支援システムに搭載されたＧＩＳデータの内、沖縄県環

境部のデータになく、H25 統合計画において部分的な返還とされている箇所のみ採用。 

【位置図の全体イメージ】 【詳細情報の表示イメージ】 
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【沖縄の米軍基地関係資料（地位協定に基づく提供施設）（S47.11、沖縄県総務部）】 

     

        表紙            北部訓練場（施設区域略図）    普天間飛行場（施設区域略図） 

 

 

【返還軍用地の施設別概要（S53.3、沖縄県企画調整部）】 

    

         表紙             北部訓練場（所在地）       普天間飛行場（所在地） 
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（２）昨年度成果の課題 

昨年度（R1）業務で作成したＧＩＳデータの地図データ（図形情報：位置及び形状）

は、表Ⅱ-14 に示した出典元のデータを用いているが、境界線の一致すべき部分に不一

致が生じていたり、背景の地図上において施設の位置にズレが生じていたりする等の課

題がある。 

 

 

図Ⅱ-40 昨年度（R1）業務による地図データの例（普天間飛行場） 
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また、詳細情報（属性情報）についても、沖縄県の本土復帰前（S47 年以前）の返還

については、表Ⅱ-14 に示した出典元の資料に記載がなく、面積は「０ha」、返還時期

は「復帰前全面返還」等と入力されており、データの追加修正が必要である。 

 

表Ⅱ-15 昨年度（R1）業務で作成した復帰前返還施設の詳細情報 

施設名 返還状態 面積（ha） 返還時期 跡地利用 

V・O・A送信所 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

奥訓練場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

川田訓練場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

上本部補助飛行場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

本部採石場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

羽地陸軍補助施設 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

瀬嵩第二訓練場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

瀬嵩第一訓練場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

V・O・A受信所 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

嘉手納第四サイト 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

伊計島沿岸警備隊 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

渡嘉敷陸軍補助施設 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

前島訓練場 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

三和 NDB施設 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

バクナー中将記念碑 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

那覇第二貯油施設 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

極東放送 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

V・F・W クラブ 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

リージョンクラブ 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

久場サイト 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

泡瀬住宅地区 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

V・O・A沖縄本部 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

赤道サイト 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

東恩納弾薬庫 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

天願桟橋 一部返還 0 復帰前一部返還 
その他、利用困難地、
農用・畜産用地 

石川ビーチ 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

八重山民政官府 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 

宮古ロラン A送信所 復帰前全部 0 復帰前全面返還 ― 
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（３）位置図等の修正 

（３）－１ 位置図等修正の手順 

昨年度（R1）業務で作成したＧＩＳデータの修正は次のような手順で行った。 

 

（手順１）地図データの不一致箇所の修正（沖縄総合事務局所有データの活用等） 

・地図データの不一致箇所（米軍施設の境界線の一致箇所）について、位置及び形状

がより現況の地形や地物に即している地図データを採用するものとした。また、沖

縄総合事務局が所有する地図データがある米軍施設については、そのデータも含め

て比較し、採用するデータを選択した。 

・ただし、どれが採用すべき地図データであるか判断がつかない場合（位置や形状の

違いが大きい、現況の地形や地物に即したデータでない等）は、修正は行わず手順

３の回答を期待するものとした。 

（手順２）沖縄県所有資料「返還軍用地の施設別概要（S53.3、沖縄県企画調整部）」に

よる詳細情報の追加 

・沖縄県の本土復帰前に返還された施設を含めて整理された資料であることから、復

帰前全部返還施設の面積、返還時期、跡地利用の根拠資料とし、詳細情報の修正を

行った。 

（手順３）跡地利用関係１７市町村へ協力依頼（照会） 

・現在、駐留軍用地の跡地利用に取り組んでいる１７市町村を対象として、地図デー

タの有無及び詳細情報の内容について照会（問合せ）を行った。 

・照会方法は、手順１、２まで進めた時点のＧＩＳデータに基づき、それぞれの市町

村の返還跡地又は現在の米軍施設について、施設別に位置図（区域図）及び詳細情

報（施設概要）を示した資料を送付し、回答を求める形で実施した。 

（手順４）上記市町村照会結果に基づく地図データ及び詳細情報の修正 

・市町村への照会結果に基づき、地図データ及び詳細情報の修正を行った。 
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（３）－2 地図データの不一致箇所の修正（沖縄総合事務局所有データの活用等） 

ここでは、地図データの不一致箇所の修正を行った施設を２箇所抽出し、修正の概要

を説明する。 

 

 普天間飛行場 

【修正前】 

 

 

 

 

 

  

 

返還済みと返還予定の
境界線が不一致となっ
ている箇所 

返還済み（東側沿いの土地）
の境界線が現況に即してい
ない箇所 
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 普天間飛行場 

【修正後】 

 
 

 

  

返還予定【赤線】と返還済み（東側沿いの
土地）【オレンジ線】は、沖縄総合事務局
所有データを採用し、より現況に即したも
のとなった。 

一方で、返還跡地（県）【青線】と不一致箇
所は多数残っている。これらは、形状の
違いが大きく、どちらが採用すべき境界
線か判断できない。 
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 北部訓練場 

【修正前】 

 

 

 

  

現在の米軍施設範囲【灰色線】は現況に
即したものと考えられるが、それに比較し
て返還済み施設範囲【青線】は簡易的に
作図されたように見える。 
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 北部訓練場 

【修正後】 

 

 

 

  

返還済み施設範囲について、沖縄総合
事務局所有データ（返還跡地（局）【オレ
ンジ線】）に置き換えを行った。現在の米
軍施設範囲【灰色線】と同様に、現況に即
した境界線に修正された。 
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（３）－３ 沖縄県所有資料による詳細情報の追加 

ここでは、本土復帰前に返還された施設の詳細情報について、沖縄県所有資料「返還

軍用地の施設別概要（S53.3、沖縄県企画調整部）」に基づく修正結果を示す。 

 

表Ⅱ-16 復帰前返還施設の詳細情報（修正後） 

施設名 返還状態 面積（ha） 返還時期 跡地利用 

V・O・A送信所 全部返還 56.4 S39,S52,S53 
観光・レジャー施設等、農用・畜

産用地 

奥訓練場 復帰前全部 3895.9 S45,S46 
保全地、利用困難地、農用・畜

産用地 

川田訓練場 復帰前全部 373.5 S46 農用・畜産用地、保全地 

上本部補助飛行場 復帰前全部 253.9 S44,S46 
農用・畜産用地、観光・レジャー
施設等、利用困難地、その他 

本部採石場 復帰前全部 43 S44,S47 その他 

羽地陸軍補助施設 復帰前全部 38 S37,S40,S47 道路公園、その他 

瀬嵩第二訓練場 復帰前全部 6.5 S46 農用・畜産用地、その他 

瀬嵩第一訓練場 復帰前全部 5.7 S46 農用・畜産用地、その他 

V・O・A受信所 全部返還 57.4 S39,S52 
観光・レジャー施設等、農用・畜

産用地、利用困難地 

嘉手納第四サイト 復帰前全部 8.1 S47 その他 

伊計島沿岸警備隊 復帰前全部 10.9 S39 観光・レジャー施設等 

渡嘉敷陸軍補助施設 復帰前全部 37.1 S47 道路・公園、公共公益施設 

前島訓練場 復帰前全部 142.8 S47 
農用・畜産用地、保全地（国定

公園） 

三和 NDB施設 復帰前全部 3.7 S47 農用・畜産用地 

バクナー中将記念碑 復帰前全部 0.1 S47 その他 

那覇第二貯油施設 復帰前全部 19.6 S47 住宅市街地、公共公益施設 

極東放送 復帰前全部 1.0 S47 その他 

V・F・W クラブ 全部返還 1.9 S47 米軍再提供 

リージョンクラブ 復帰前全部 2.9 S47 米軍再提供（米軍在郷軍人会） 

久場サイト 復帰前全部 0.8 S47 利用困難地 

泡瀬住宅地区 復帰前全部 6.7 S37,S41,S43 住宅市街地 

V・O・A沖縄本部 全部返還 5.5 S52 米軍再提供 

赤道サイト 復帰前全部 0.7 S47 住宅市街地 

東恩納弾薬庫 復帰前全部 101.6 S40,S47 住宅市街地、農用・畜産用地 

天願桟橋 一部返還 6.9 S46 
その他、利用困難地、農用・畜

産用地 

石川ビーチ 復帰前全部 8.8 S41,S44,S47 住宅市街地 

八重山民政官府 復帰前全部 2.5 S47 
道路・公園、観光・レジャー施設

等 

宮古ロラン A送信所 復帰前全部 4.9 S47 その他 
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（３）－４ 跡地関係市町村への照会 

照会の対象とした 17 市町村は、現在、駐留軍用地の跡地利用に取り組んでいる自治体

で、次のとおりである。 

 

那覇市、宜野湾市、浦添市、名護市、沖縄市、うるま市、 

国頭村、東村、本部町、恩納村、宜野座村、金武町、伊江村、 

読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村 

 

また、上記 17 市町村における、返還跡地又は現在の米軍施設の総数は、90 施設であ

り、複数の市町村に跨る施設については、その全ての市町村に照会をかけた。 

照会は、令和３年１月上旬から２月上旬までの期間に実施した。 

照会結果を、表Ⅱ-17 に整理する。 
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表Ⅱ-17 跡地関係市町村への照会結果まとめ（１/２） 
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表Ⅱ-17 跡地関係市町村への照会結果まとめ（２/２） 

 

 

本照会に対する回答から、位置図（区域図）の修正が必要と判断される施設は、10 施

設あり、提供を受けた資料又は指摘事項を踏まえて、修正を行うものとした。修正の詳

細は、上表（表Ⅱ-17）の右端欄「区域図の修正（修正内容）」に記載のとおりである。 

また、詳細情報（施設概要）の変更を必要とする内容の回答は、20 施設あり、回答内

容を踏まえて修正を行うものとした。 
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（４）修正した位置図等の概要 

（４）－1 地図データの概要 

地図データについては、昨年度（R1）業務で作成したＧＩＳデータをベースとして、

境界線の不一致箇所の修正、跡地関係市町村への照会に基づく修正を行った。 

今回の修正作業により、既存のＧＩＳデータを部分的に組み合わせたり、関係市町村

から提供された紙ベースの図面をトレースする等の変更を行ったりしたため、既存のＧ

ＩＳデータが基本にはあるものの、新たな地図データになっている。 

また、レイヤ区分の内「嘉手納飛行場以南の土地の返還」（H25 統合計画による返還）

については、既に返還された地区もあることから、「H25 統合計画（返還跡地 R2.3 月時

点）」及び「H25 統合計画（返還予定）」に区分するものとした。 

 

表Ⅱ-18 修正後の新たなレイヤ区分 

レイヤ区分 備考 

米軍基地範囲 
現在の米軍施設範囲 

H25統合計画（返還予定）を含む 

返還跡地 
既に返還された施設範囲 

H25統合計画（返還跡地 R2.3月時点）を含む 

H25統合計画（返還予定） 
H25統合計画による返還予定区域 

ただし、R2.3月時点で返還済みの区域を除く 

H25統合計画（返還跡地 R2.3月時点） 
H25統合計画による返還予定区域の内、 

R2.3月時点で返還済みの区域 

 

（４）－２ 詳細情報の概要 

地区データ（各施設の位置図）に対する属性情報（詳細情報）は、レイヤ区分別に表

Ⅱ-19～表Ⅱ-22 に示す通りである。 
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表Ⅱ-19 米軍基地範囲の詳細情報 

  

No 名称 返還状態 面積_ha 返還時期 跡地利用 状態_根拠

1
黄尾嶼射爆撃場 未返還 87.40   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

2
赤尾嶼射爆撃場 未返還 4.10   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

3
沖大東島射爆撃場 未返還 114.70   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

4
久米島射爆撃場 未返還 0.20   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

5
出砂島射爆撃場 未返還 24.50   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

6
鳥島射爆撃場 未返還 4.10   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

7
ホワイト・ビーチ地区 未返還 156.80   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

8
浮原島訓練場 未返還 25.40   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

9
津堅島訓練場 未返還 1.60   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

10
泡瀬通信施設 未返還 55.20   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

11
嘉手納飛行場 未返還 1985.50   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

12
キャンプ・マクトリアス 未返還 37.90   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

13
天願桟橋 未返還 3.10   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

14
キャンプ・コートニー 未返還 133.90   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

15
キャンプ・シールズ 未返還 70.00   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

16
嘉手納弾薬庫地区 未返還 2658.50   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

17
トリイ通信施設 未返還 189.50   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

18
金武ブルー・ビーチ訓練場 未返還 38.10   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

19
金武レッド・ビーチ訓練場 未返還 1.40   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

20
キャンプ・ハンセン 未返還 4872.80   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

21
辺野古弾薬庫 未返還 121.40   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

22
キャンプ・シュワブ 未返還 2062.60   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

23
八重岳通信所 未返還 3.70   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

24
奥間レスト・センター 未返還 54.60   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

25
北部訓練場 未返還 3659.00   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

26
伊江島補助飛行場 未返還 801.50   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

27
陸軍貯油施設 未返還 127.70   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】

28
普天間飛行場 返還予定 476.00 2022年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

29
キャンプ瑞慶覧
（インダストリアル・コリドー地区） 返還予定 62.00 2024年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

30
キャンプ瑞慶覧
（ロウワー・プラザ住宅地区） 返還予定 23.00 2024年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

31
牧港補給地区（残余の部分） 返還予定 142.00 2024年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

32
陸軍貯油施設
（第1桑江タンク・ファーム） 返還予定 16.00 2022年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

33
那覇港湾施設 返還予定 56.00 2028年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

34
牧港補給地区
（倉庫地区の大半を含む部分） 返還予定 126.00 2025年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

35
キャンプ瑞慶覧
（喜舎場住宅地区の一部） 返還予定 5.00 2024年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

36
キャンプ桑江（南側） 返還予定 68.00 2025年度又はその後  

沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

【H25.4】

37
キャンプ瑞慶覧
（追加的な部分） 未返還 545.00   

沖縄県の米軍基地及び自衛隊基地（統計資料集）

【R1.8、沖縄県知事公室基地対策課】
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表Ⅱ-20 返還跡地の詳細情報（１/３） 
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表Ⅱ-20 返還跡地の詳細情報（２/３） 
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表Ⅱ-20 返還跡地の詳細情報（３/３） 
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表Ⅱ-21 H25 統合計画（返還予定）の詳細情報 

 

 

 

 

表Ⅱ-22 H25 統合計画（返還跡地 R2.3 月時点） 
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（４）－3 沖縄県地図情報システム搭載イメージ 

沖縄県地図情報システムでの公開時のイメージについて、沖縄本島全体を表示した場合、拡大して施設を選択した場合の２つを例として、以下に示す。 

 

 

 

【沖縄本島全体を表示した場合】 
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【地図を拡大し西普天間住宅地区を選択した場合】 

  

選択した施設の「詳細情報」が表示される 

西普天間住宅地区を地図上で選択 
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（５）今後の課題 

今回の業務で行った修正では、既存ＧＩＳデータ（沖縄県環境部所有データ、沖縄総

合事務局所有データ）を比較し、より現況に即していると思われるデータを選択したが、

違いが大きすぎる等の理由で採用すべきデータの判断がつかず、修正を見送った箇所も

多い。関係市町村への照会により、部分的にデータは補われたが、多くの市町村からの

回答は位置図等のデータは所持しておらず不明というものであり、境界線の不一致箇所

は依然として残っている。こうした箇所は、比較的返還時期が古い場合が多く、市町村

には返還当時の資料が残っていないことが理由と思われる。今後、少しでも精度を高め

るためには、駐留軍用地等地主会等の地権者に近い組織へ情報提供を依頼すること等が

考えらえる。 

また、市町村から提供を受けて修正に用いた資料については、作成時点の古い資料も

含まれており、今回の修正後の状態が最新ではない場合もあると想定される。今後、沖

縄防衛局管内防衛施設図の更新等の情報があれば資料提供を求める等して、最新のデー

タに更新していくことも必要と考えられる。 

なお、本業務成果をもって、沖縄県地図情報システムに公開を予定しているが、施設

範囲等について指摘があれば、必要に応じて修正を行うものとする。 

 


